



1950年 2 月	 愛媛県西条市に生まれる
1968年 3 月	 愛媛県立西条高等学校卒業
1972年 3 月	 早稲田大学法学部卒業
1975年 3 月	 早稲田大学大学院法学研究科修士課程修了（法学修士）
1980年 9 月	 早稲田大学大学院法学研究科博士課程単位取得退学
1980年10月	 福井大学教育学部助教授（〜1991年 3 月）
1991年 4 月	 福井大学教育学部教授（〜1994年 3 月）
1994年 4 月	 早稲田大学法学部教授（〜2004年 3 月）
2004年 4 月	 早稲田大学大学院法務研究科（〜2014年 3 月）
2014年 4 月	 早稲田大学法学学術院教授（〜2020年 3 月）
【主な学外活動歴】
1999年 3 月	 租税法学会理事（〜現在）
2009年 9 月	 日本税務研究センター常任理事（〜現在）
＊国・地方自治体・諸団体におけるその他の委員・役員等については省略する。










1978年	 「「新財政法学」提唱の学説史的検討」税理211巻 4 号201頁
	 「税法における信義則」北野弘久編『判例研究・日本税法体系Ⅰ』（学陽書
房）127頁
	 「在宅投票制度と立法不作為の違憲性」（共著）法学セミナー22巻 8 号44頁



















1987年	 「後発的事由による事実関係の変更とその課税問題」税理30巻 3 号 9 頁
首藤重幸教授・主要業績目録　　881











	 「消費税の弾力的運営に関する若干の問題点」税理32巻14号 8 頁
	 「「もんじゅ」行政訴訟控訴審判決の検討」法律時報61巻12号41頁





	 「税務調査における第三者の立合い」税理34巻 8 号 8頁





	 「青色申告制度の目的と沿革」日税研論集20巻 3 頁
	 「帳簿書類」日税研論集20巻83頁
1993年	 「原発行政への司法審査のあり方」法学セミナー458号26頁
	 「事実認定による所得と住民税の課税」税48巻 7 号 4 頁
	 「税理士の責任」日税研論集24巻121頁








882　　早法 95 巻 3 号（2020）
	 「キャピタル・ゲイン課税を巡る諸問題」水野正一編著『資産課税の理論と
課題』（税務経理協会）125頁
1996年	 「ドイツ原子力法をめぐる議論の動向（ 1）」比較法学29巻 2 号47頁
	 「税務執行レベルでの行政裁量権限と違法性の判断」税51巻 3 号 4 頁
	 「滞納処分と民事執行」日税研論集34巻 3 頁
1997年	 「従業員賞与の損金算入時期」税経通信52巻 3 号182頁











41巻 9 号 2 頁
1999年	 「パブリック・コメント制度と税務通達」税務弘報47巻 3 号 6頁
	 「地方税務行政における通達の今日的意義と課題」税54巻 3 号 4 頁
	 「相続税法における営業権」税務事例研究49巻95頁
	 「相続税改革の視点」税研15巻 2 号18頁











	 「東京都外形標準課税に関する訴訟の若干の問題点」税55巻 8 号 4 頁














	 「租税法における遡及立法の検討」税理47巻 8 号 2 頁
	 「租税における公平の法理」日税研論集54巻 3 頁
	 「租税のおける簡素の法理」日税研論集第54巻87頁
	 「租税における公正の法理」日税研論集第54巻123頁
	 「税務訴訟の最前線」税務弘報52巻10号 6 頁
	 「経済規制と行政介入」ジュリスト増刊『行政法の争点（第 3版）』244頁





2006年	 「税務訴訟の最新動向と課題」税務弘報54巻 3 号 8頁
	 「消費税法の解釈論上の諸問題」租税法研究33号18頁











2011年	 「税務訴訟と公定力」税務弘報59巻 3 号 2 頁
	 「遺留分減殺請求にかかわる相続税の問題」税務事例研究119号57頁
	 「納税者の権利」早稲田大学大学院法学研究科編『法学研究の基礎＜法と権
884　　早法 95 巻 3 号（2020）
利＞』（早稲田大学大学院法学研究科）147頁




	 「福島原発事故と原子力行政の課題」行財政研究80号 2 頁




	 「原発と自治」地方自治職員研修45巻 5 号17頁
	 「原発における規制と脱却の行政法的課題」法の科学44号113頁
2014年	 「原子力規制の特殊性と問題」環境法研究 1号35頁
	 「「税務行政におけるネゴシエーション」の研究」日税研論集65巻 1 頁
	 「破産管財人の源泉徴収義務」税研30巻 4 号55頁
	 「福島原発事故から 4年の現状と課題」法律時報87巻 3 号 1 頁
	 「科学と裁判と原発訴訟」法の科学46号120頁
2015年	 「租税法における財産評価の今日的理論問題」日税研論集68巻 1 頁
	 「資産税と再分配」租税法研究44号41頁
2016年	 「公物をめぐる近時の諸問題」早稲田法学92巻 2 号 1 頁
	 「滞納処分手続における換価処分・追加差押さえの権限濫用─忍野村滞納





















































886　　早法 95 巻 3 号（2020）
	 「制限能力者と相続税」税務事例研究131号69頁
2014年	 「共有不動産持分者に対する差押処分と他の共有者の原告適格」ジュリスト
1462号 8 頁
	 「経過措置型医療法人と相続税・贈与税」税務事例研究137号71頁
	 「みなし贈与をめぐる諸問題」税務事例研究143号66頁
2015年	 「相続開始後の事情変化と相続税」税務事例研究149号68頁
	 「相続財産の一部未分割と相続税」税務事例研究154号47頁
2016年	 「清算株式会社の株式を相続した場合の相続税と所得税の関係」TKCライブ
ラリー／新・判例解説Watch	136号（租税法）（TKCライブラリー2017年 1
月20日掲載）
	 「信託と相続税等をめぐる問題」税務事例研究160号50頁
2018年	 「還付加算金にかかる弁護士費用按分額の必要経費性」法学セミナー増刊・
速報判例解説第23号233頁
	 「相続税法における遺産分割成立後の更正の請求と取消し判決の拘束力」法
学セミナー増刊・速報判例解説23号245頁
	 「相続により取得した年金受給権の相続税評価」税務事例研究166号40頁
2019年	 「遺産分割成立後の更正の請求と取消判決の拘束力」税研208号（最新租税基
本判例70）296頁
